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1 。 は じ めに ーバ ン コ クの状 況

近年、居住環境整備の分野では、トップダウン型の公的政策の限界が明らかになる一方で、地域

主体や、さまざまなNPO 、NGO による参加型の整備方法が試みられている。それは、プラン重視

の新規開発からプロセス重視の持続型開発へ、パッケージ型事業からオータナティブな選択型事業

へ、公共主導のハード整備重視から、マイクロクレジットに見られるような住民のインセンティブ

を活かしたエンパワーメント・イネーブル政策重視へ、という変化として現象している。その具体

的な展開過程は、行政制度、地域施策、都市化の状況、地域社会の構成や担い手である開発主体の

役割等により、各地域ごとに異なるが、興味深いのは、こうした、地域主体によるボトムアップ型

へという傾向が南北を問わず世界的に通底していることである。一方同時に、経済社会全体を巻き

込んだ世界的なグローバリゼーションの進行は市場の国際化や、情報・資源・技術・資本の偏在的

な占有化を通じて地域間の格差や、低所得者層の拡大を招いている。開発途上国一般に見られるこ

とでもあるが、アジアの大都市においても、こうした低所得者の住むスラム・スクウオッターの存

在は、経済・社会システムの構造的な課題となっている。

本稿では、タイ・バンコクでの低所得者層の居住環境整備について、UCDO(UrbanCommunityDevelopmentOffice)

が関わる事業を紹介し、その分析を通して、住民が主体となった居住環境整備

における課題を考察する。

対象としたバンコクは、60年代からの急速な都市化とともに、農村からの人口流入により、市域

が膨張し、基盤整備が後追いする状況の中で、居住環境の未整備なスラムが80年代まで拡大してき

たl。1960年バンコクの人口は、2,168,657人であったが、1995年にはおおよそ8,126,000人へと35年間

で約3.7倍に、また市域も150平方キロメートルから、482平方キロメートルへと約3.2倍に膨れ上がり、

この結果、市域に分散するスラム・スクウオッターは、現在843地区、人口で1,164,509人を数える(Vichai

、1998)。彼らの経済基盤は通常、市場に組み込まれないインフォーマルセクターに依拠し

ている。多くは運河・河川沿いや湿地など居住条件の劣悪な地区に定住しており、その環境改善は

公的セクターにとっても大きな施策課題となっている。加えて、市街地内で公用地、民有地を占拠

1 この メカニズムについては藤井(1998) を参 照。
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するスラム・スクウオッターは、都市の経済発展に伴いフォーマルセクターによる土地利用の高度

化・更新圧力が強まるとともに、強制撤去の対象となる可能性を常にはらんでいる。1988年までの14

年間の間、毎年1.55％のスラム・スクウオッターが強制撤去に遭っているが、統計に現れない事例

も多いと考えられる。

一方的な排除、解体に対しスラム・スクウオッターの住民も、1973年から開始したクロントイ地

区でのランドシェアリング事業をはじめとして、この30年間の間の組織的な抵抗や、行政・土地所

有者との交渉により、住み続けられる「居住の権利」の実現に向けた居住運動の経験を次第に蓄積

してきた。こうした運動的な居住環境整備は、公共施設の整備や土地所有者の土地利用更新といっ

た都市更新圧力による強制撤去に対して、大きく二つの方向、すなわち現在の場所での開発＝オン

サイトか、あるいは再定住地での開発＝オフサイドか、の選択を迫られる。それは、現在の立地状

況と開発圧力との関係を通して、移転補償費、仕事先の有無、基盤サービス施設の整備状況、新た

な土地・建物の費用負担、さらには現在のコミュニティのまとまりや開発に関わるNGO やNPO と

いった支援団体の力量など、外的内的な複合要因により、結果としてさまざまな展開を示すことに

なる（図1 ）。今日では、スラムに対する公的施策の新たな展開を背景に、公共団体やNGO などの

支援を受けて、組織されたコミュニティによる（CBO ）自立的な居住環境整備に着手する住民組織

もみられるようになった。

図I.スラム居住環境整備の展開
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2.UCDO(UrbanCommunityDevelopmentOffice) の 活動2

－1 ．活動内容ucDo

は、政府による都市貧民開発基金を基に1992年設立された。低所得者層により組織化され

た貯蓄信用組合・グループを対象に、その構成員に対して融資を行う公的団体である。90

年代当初、バンコクでは投資ブームにより再開発が進み、市域内のスラム・スクウオッターに

居住する低所得者層2 万4 千世帯が強制撤去に直面していた。
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タイにおけるスラム政策は、開発が進む他の諸国と同様の経過を辿ってきた。60年代からの初期

段階における公共主導の強制撤去と公共住宅建設との併行期間を経て、70年代には第二段階として

公的主体が基盤整備を行い、移住した住民が与えられた敷地に住宅を建設するサイトアンドサービ

スや、土地所有者とスラム住民が上地を分有するランドシェアリングなどが進められてきたが、い

ずれも都市全域に膨張・拡大するスラム・スクウオターを前にして、公共施策としては限界があり、

財政的な負担も大きく、期待された成果は上がらなかった。一方スラム・スクウオッター住民にとっ

ても、仕事が見つからない遠隔地への移住を強いられたり、生活サービス基盤施設が不足していた

り、あるいは高家賃の負担に耐えられなかったりで、双方に満足できる施策を打ち出すことが困難

な状況にあった。90年代に入り、政治体制における民主化の流れを背景に、従来のスラム対策を見

直す中で、新たな試みが行われるようになった。グラミン銀行( バングラデシュ)、CMP( フィリピ

ン) など周辺諸国のクレジット融資事業に倣いつつ、事態に対応したイネーブリング・エンパワー

メント施策が1992年、第7 次全国総合開発計画のもとに打ち出される。政府からの当初資金12.5億

パーツ(約60億円)によって「都市貧民開発基金(urbanpoordevelopmentfund) 」が、NHA(NationalHousingAuthority

国家住宅公社) の管理下で設置され、低所得者層が組織したコミュニティ信用

貯蓄組合・グループを対象とした、いわば「統合型マイクロクレジット」が、UCDO による公共政

策として開始された。UCDO

はこのクレジットを手段として、住民の生活展開を支援する各種の訓練プログラムへの参

加を促進したり、またコミュニティの組織化やそのネットワーク化を通じて、これらに依拠した住

民の生活の自立や、環境の向上を支援する活動を担っている。

クレジット融資の対象は、主に組織化されたコミュニティ貯蓄活動の実績を担保にした土地取

得・住宅建設であるが、これに限らず融資の対象には起業活動など生活全般の改善も含まれている。

スラム・スクウオッター地区の環境改善・再定住地事業では、NHA と協同することも多い。この

場合NHA が基盤サービス施設を建設し、UCDO は低所得者層が組織化したコミュニティによる貯

蓄信用組合・グループを対象として、基金を元にした融資を行う。

組織的な特徴として、次の2 点があげられる。

第一に、組織としての自立性の確立である。UCDO の理事長はNHA の総裁が務めているが、そ

の運営や事業に関しては、NHA の施策から独立した理事会が方針を決定する。理事会は行政関係者3

名、NGO ・民間団体3 名、低所得者が組織化したコミュニティからの代表3 名と、事務局長で構

成される。

第二に、分権的な活動を目的とした組織化を行っている。1995年にはコミュニティを基盤とした

開発を推進し、その管理・調整を行う機関として、全国的な規模で区分した地域の代表者からなる

委員会CDC(CommunityDevelopmentCommittee) を設置した。その中には住宅関連、コミュニ

ティ起業、信用貯蓄の開発、環境整備、女性開発、情報提供、コミュニティ福祉といった7 つのタ

スクフォースを設けている( 図2) 。
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図7 住宅プログラムに関する組織
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2 －2. 活動の経緯1992

年設立以来、次第に事業を拡大しており、現在では市域に分散する4 分の1 のスラム・スクウ

オッター地区と関係をもつ。年次別の活動展開を次に示す。92

年；設立。6 名のスタッフで開始。93

年;100 のコミュニティがメンバー（UCDO の融資を受けるための貯蓄グループを結成したコ

ミュニティ）となる。94

年:25 のコミュニティ、400世帯が融資を受ける。95

年;50 の訓練コース（貯蓄、会計、コミュニティ形成・運営、世帯会計等）が設けられる。

地域単位の組織化に施策転換。全国に8 つの地区別コミュニティネットワークを組織し、そ

の代表者によるコミュニティ開発委員会（CommunityDevelopmentCommittee ）を立ち上げ

る。149

コミュニティ（内142がバンコク圏）、1 万2 千家族に融資。うち共同土地取得（郊外移転）

のための融資は45件。96

年;100 人のスタッフに拡大。UCEA

（UrbanCommunityEnvironmentalActivities ）プログラムを構築する。500

のコミュニティが会員となる。100

のコミュニティが融資を受ける。250の事業に融資。
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97年；!14名のスタッフ。634のコミュニティが会員。

貯蓄総額1491万ドル（約15億5 千万円）。貸出総額は2711万ドル、内7 割は住宅ローン。

97

2－3 ．融資の内容

融資を希望する住民は、組織化された組合・コミュニティを媒介することが求められ、次のよう

な条件（UCDO,1999 ）のもとにローンを受ける。

①原則として、25名以上により貯蓄組合（コミュニティまたはグループ）を形成することが求めら

れる。貯蓄組合は5 人以上のメンバーによる委員会を設置する。そして貯蓄活動を最低6 ヶ月続け

ると、組合として認められ、基金からの低利融資を受けられる。一手続の簡素化

②融資限度は貯蓄総額の10倍を限度としている。この額は通常住宅の建設には不足するが、UCDO

との契約実績を基に市中銀行から融資をうけることが可能となる。一公的融資による信用の拡大

③地区の計画や施設整備はコミュニティが独自に開発計画を策定する。その際一般的な宅地開発規

制は原則として除外される。一住民主体の計画策定

基金からの融資は、教育、借金返済等の回転ローン（RevolvingFund ）、事業向けローン（IncomeGeneration

）、強制撤去に対する土地、住宅の取得ローン（HousingProject ）、住宅改善ローン

（non-projectHousing）の4 つのローンがある（表1 ）。UCDO

の金利は、インフレーションによる年別の金利変動を考慮するとやや低い割合といえる。

ローンごとの金利は、個別の融資の方がグループに対する融資よりも高くなるように設定している。

強制撤去に対応した土地、住宅の取得ローンの場合は、融資額が6 千米ドル以下は3 ％、それ以上は8

％である。

組合（コミュニティ）は、市場金利にあわせて利子（2～5％）を上乗せし、融資を申請した住民

に分配する。上乗せ分は、コミュニティの福祉活動、運営管理費、開発整備費として蓄積するが、

返済が困難な会員のローンを肩代わりすることもある。このため返済率は高い。近年、バブル経済

破綻の影響でローンの返済率が低下し、グループからの脱退も起こるようになったので、UCDO で

は信用組合の組織化に際し、返済能力の確認作業を強化している。

融資に際して、住宅ローンの場合は取得対象の土地および建物が担保となるが、その他は組合・

コミュニティの保証と預金通帳が担保となる。（一般的な市場金利は15％であるが、通常融資が受け

られない貧困層は、インフォーマルセクターから数十％の高金利で融資を受けているケースもある）

表IUCDO の融資内容

融資の種類 UCDO の金利 会員の金利 返済期間

教育、借金返済等の回転ローン 10％ 12一15％ 5 年以内

起業、所得向上のローン 8 ％ 10－13 ％ 5 年以内

強制撤去に対する土地、住宅の取得ローン 3 または8 ％ 5－13 ％ 15年以内

住宅改善ローン 10% 12-15 ％ 15年以内

資料;UCDOUpdate1997



98 国際地域学研究 第3 号2000 年3 月

強制撤去を受け再定住地を求めている組合・コミュニティでは土地・住宅取得ローンが優先する

が、通常の融資は回転ローン、所得向上ローンから始め、次いで住宅関連の融資を受けるプロセス

を経る。土地・住宅取得ローンは、住民によるコミュニティの管理・維持や基盤サービス施設整備

の効率性を考慮し、対象とするコミュニティの規模を、原則として100～200世帯に設定している。

その際、融資額が100万パーツ以上の場合は、コミュニティから2 名、NHA から2 名、銀行から2 名、

専門家1 名、UCDO から2 名で構成される、ローン委員会が審査する。

このケースに限らず、UCDO はさまざまな事業の実施に際し、対応する第三者的な委員会を設立

して、方針を決定するシステムを構築している。土地・住宅融資については一歩進めて、後述する

ようなコミュニティグループのネットワーク組織に貸出の権限を委譲し、分権化する方法を検討し

ている。

設立以来、1998年までに、住宅関連融資で187の事業を実施したが、これは全事業数でみれば10分

の1 に満たない。但し事業規模が大きいので、総額は融資全体の3 分の2 、約19.3億パーツになる。

2－4. 活動の新たな展開－ネットワーク化1

）活動の方向について

ソムスク事務局長は、UCDO の活動とその方向づけについて「総合的なコミュニティ開発を目的

としており、住民の活動を支援促進させる事務機関である。その基本的な戦略は、信用貯蓄活動を

端緒としてコミュニティの組織力と自主的な運営能力を高めることにあり、融資は媒介（intermedi-ary

）に過ぎない。このためコミュニティ相互の連携を図るネットワーク化に近年重点を置いてい

る。」という。UCDO

の現在の活動展開、特にネットワーク化について、ヒアリングした内容を次に示す。

・コミュニティのネットワーク化

経済開発、都市化は、所得格差を拡大し、貧困層が社会的な力の基盤（社会ネットワーク、適性

な情報、資金、参加型民主主義）に接近する機会を減少させる傾向にある。UCDO はこうした動き

に対症療法的に対応するのではなく、根本的・構造的な観点から、効果的で自律的な持続性ある開

発プログラムを作り、住民を支援していく必要がある。各国で試みられているコミュニティネット

ワークの組織化は、都市貧困層が主体となって各コミュニティの連合・協同組織をつくり、さまざ

まな目的の達成を運動体として行うもので、同時に専門家・運動家、市民運動団体とも連携するこ

とにより創造的で、革新的な効果を発揮できる。またネットワークによるエンパワーメントは経済

的活動や開発過程においても、都市貧困層とフォーマルセクターとの間をつなぎ、政治的にも関係

団体と均衡ある関係を構築することにもなる。

同じ地域や都市内（なわばり）で、各信用貯蓄グループを結びつけるコミュニティネットワーキ

ングを支援することは、UCDO の重要な役割である。近年新たな活動として、コミュニティネット

ワーク基金を設立した。これにより会員コミュニティに融資を行って、彼ら自身のネットワーク形

成のための基金づくりを支援している。ネットワークは各グループの目的と能力に応じて組織化さ
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れ、貧困層のコミュニティが試みるさまざまなプログラムに関連している。これを通して、学習・

情報活動、経験交流などを行い、フォーマルセクターに自立的に参画する足がかりを確保すること

ができる。

ネットワークの形成は、最初は小さく、そしてルーズな関係を構築するところから始め、定期的

な集まりを持ち、それぞれに異なるコミュニティを相互に理解しつつそこから学び、次第に組織を

強化して、協同する運動体へと拡大していきたい。特に貧困層にとって、基本的な居住の権利、所

得格差の拡大への対応、強制撤去への対応、などの社会構造的な課題に対応していくには、個別の

取り組みでは限界があり、組織的な運動体として行動するようなネットワーキングが不可欠である。

現在は、600以上のコミュニティ信用貯蓄グループが全国各都市でネットワークを形成している。

・NGO などとの協同

他のNGO などとの協同は、人的資源の効果的な活用、開発プログラムへの参加機会の拡大など統

合的なアプローチのために重要であり、積極的に推進している。まず第一段階としてNGO に働きか

け、その活動を支援する。第二段階では、NGO が核となって各地区コミュニティや、専門家、運動

家との連携を図る。最終段階ではコミュニティネットワークが組織される。NGO は行政、学者、民

間団体と関係しながら、ネットワークの形成・運営を支援する。この過程でUCDO はNGO の支援

や、ネットワーク、コミュニティへの融資を行う。融資を受ける側では、関係者による独立したネッ

トワーク委員会を設置して運営を行う。

こうしたネットワーク化の推進により、開発に係る関係者間での合理的で、貧困層にも公平な権

利調整システムの遂行、地主も巻き込んだ話し合いの場の設定、計画的な住宅・住環境の整備・開

発、再定住に際しての特別な行政政策の要求、資源活用訓練プログラムの開発、バンコク都からの

一括事業の請負など多様な運動が展開されている。

・環境改善プログラム1996

年からデンマークの国際協力機構であるDANCED （DanishCooperationforEnvironmentandDevelopment

）と協同で、環境基金とその運用プログラムを作成した。この基金は組織されたコ

ミュニティネットワークが自ら決定し、専門家とともに行う環境整備活動（UCEA ）に当てられて

いる。環境整備活動は可視的な運動として、住民の参加が得やすい。このネットワークは、開発に

関するさまざまな課題を結びつける役割を果たし、各コミュニティの知識や経験の交流を通して、

組織全体の強化につながっている。2 年間におよそ200の事業、コミュニティセンター建設、下水事

業、水供給事業、架橋・舗装事業が、比較的安価に遂行された。1999

年からは社会投資基金（SocialInvestmentFund ）と協同し、コミュニティ会員のセンター的

な役割を果たしているコミュニティネットワークが、自ら福祉・教育・医療面でのセーフティネッ

トを開発する事業をサポートしている。

・UCDO の位置づけUCDO

はむしろコミュニティネットワークの組織化を支援する媒介的役割にまわり、実際の事業

の展開はコミュニティの連合体であるネットワーク自身が行うことで、自立的な活動が可能になる。
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政府により設立された組織ではあるが、こうしてネットワークの活動支援に回ることで、権限の

集中化、官僚制化を防止し、貧困層のコミュニティをベースにした自立や、フォーマルセクターと

の連携を促進させようとしている。すなわちフォーマルセクターとインフォーマルセクターとの間

に浮いている状態が現在のUCDO である。

2) 住宅コーポラティブ

ネットワークの事例として、会合のためUCDO 事務所に来所したKajpa さん(スクスサクット60

に居住) からヒアリングした。彼は自宅で縫製業を自営している。18歳でバンコクに来て以来、35

年になる。彼の住む地区全体の土地所有( 取得)者は30％、その中にはUCDO の融資により土地を

取得した者もいる。UCDO の住宅ローンは3 ％だが、その上に5 ％コミュニティ運営用の利子が加算

されている。現在3 つの組織、近隣コミュニティ、地域コミュニティ、住宅コーポラティブに属し

ている。地区全体で約30％の世帯はどの組織にも属していない。住宅コーポラティブは住宅確保の

ための貯蓄グループで、彼の地区に居住する700人の内102人が会員となっている。95年に結成され

たコミュニティネットワークの一種で、小単位の16の住宅協同組合が連合して、中間的な連合体を

組織し、その上にセンター的な組織がある。全国で600の同様なグループがあり、土地の取得や住宅・

環境問題に取り組んでいる。会員は200～2000パーツ/月を貯蓄している。グループへの加入はラジ

オ放送でも呼びかけている。

3）3 つのネットワークUCDO

は政府各機関の支援も得て、理事会の下にコミュニティ起業促進委員会を設置している4)。

委員会では、職業訓練プログラムの開発や、コミュニティ起業を支える職業人の養成を通して、コ

ミュニティを単位とした起業活動や、そのネットワーク化を促進している。現在、活動の展開に着

目しているのが、小売り販売のネットワーク、工芸品のネットワーク、米供給ネットワークである。

流通の中間過程を排除し、直接消費者とつながることで価格の引き下げや、品質の保証、市場での

生産の拡大をめざしている。

・RomkraoZone8 の 小売店のケース

協同運営による小売店が、NHA により住宅建設事業が実施されたLatKrabang 地区で活動して

いる。

コミュニティ信用貯蓄を利用して、当初資金2.5万パーツに、UCDO からのローン25万パーツを加

えて建設された。この試みにはコミュニティの50名の会員が10パーツづつ株を購入し参加している。

会員より選出された5 人からなる委員会が実際の運営を行い、2人の店員を雇用して、8ヶ月で4.2万

パーツの利益を計上し、5年間のローンの半分を返済する実績を上げている。現在販路の拡大を求め

て、新たな場所に倉庫を建設するため、UCDO にローンを申請している。

・バンコクコミュニティ工芸センター

当センターは5 つのコミュニティの連合により設立された。これにより、各コミュニティによる

一 一
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直接的な生産と販売、価格の安価な設定、NGO 、政府機関へのネットワークの拡大、小規模なコミュ

ニティ企業のフォーマルな市場での展開が可能になった。

・コミュニティ米（rice）ネットワーク

米ネットワークでは、農家から卸売り価格で米を購入し、適切な価格で会員へ販売している。ト

ンブリ地区のPranakornThonburi 協同グループは12のコミュニティから構成され、住宅建設や、

職業開発に従事しているが、同時に米の販売も行っている。国際NGO からの7.5百万パーツと会員

による百万パーツの貯蓄を基に、ネットワークが組織化された。回転資金1.8百万パーツをUCDO か

ら借りている。

居住環境の整備は、「居住」という生活基盤に関わる基本的な課題であるが、スラム・スクウオッ

ター住民にとって、日常生活全般の維持・改善というプロセスの中では、選択肢の一つに過ぎない。

現実に可能性のある、必要性の高い課題から、主体的に取り組みを始めるといった運動的な展開を、

そこにみることができる。さらに、グローバル化する市場に対し、地域社会（コミュニティ）の自

前性に依拠した協同組合ネットワークを構築し、自立的な社会・経済システムを埋め込んでいく試

みは、世界共通に現象している今日的な運動（コミュニティビジネス、市民起業、域内通貨制、生

活者ネットなど）と共通する点も多い。

3 。 居 住環 境 整備 事業 の事 例3

－1.Prakasa コミュニティ（Samat-Prakarn 県）

一強制撤去により4 地区からの移住者を中心とした再定住事業。1

）地区の概要

バンコク市郊外、工住地域の外縁部に位置する。土地は沼地。地区面積3 ライ（1 ライ＝1400平方

メートル）、全体で43区画の敷地割。土地は協同で地主から購入した。現在地区のおよそ半分の区画

でU 字型のミニ開発が行われている。土地の造成や基盤サービス施設の整備は未完成の状態である。

区画を特定、基盤を整備した後、各戸で住宅を建設してきた。土地代の総額は3.2百万パーツであっ

たが、購入に際しての資金はUCDO の土地、住宅取得ローンを利用した。

2) 強制撤去の状況

以前の地区からの移住者ないし移住予定者を示す( 表2) 。各地区から移住してきているが、さま

ざまな理由から別のスラムに移った者も多い。スラムの解体化の様子もうかがえる。

3）住宅建設の経緯

撤去を受けた4 地区の住民は、1991年に援助機関であるCUCD （CenterofUrbanCommunityDevelopment)

から、移住希望者の組織化（貯蓄組合）について指導を受け、さらに移住先である土

地を数ケ所紹介してもらった。CUCD は、スラム改善における先駆的な事業であるクロントイのラ

ンドシェアリングにも参加し、現在同様に34のコミュニティと関係しているが、このプロジェクト
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表2 移住の状況
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従前の地区名と戸数 当該地への移住戸数

ラマ3 世:67 戸 15戸：私有地からの撤去、補償金（15000パーツ/戸）

サマキナイ（SamaKiNai ）:91 戸 6 戸；私有地からの撤去、補償金等について現在交渉中

スツクンビツト101,55；80戸 6 戸；私有地からの撤去、補償金あり

トンスー（TonsSuk):90 戸 10戸：公有地からの撤去、補償金はない

ヒアリングよI)(1999.9.22-28）

ではUCDO と貯蓄組合との媒介的な役割を果たしている。

具体的な移住場所については、今後道路建設が予定されていない（強制撤去がない）3つの候補地3

に絞って、土地局（DepartmentofLand ）に相談をもちかけ、1992年に土地を取得している。道

路の配置等の計画案は1996年、建設コンサルタントのアドバイスを得て住民リーダーが作成した。

当初は60戸が移住を希望していたが、交渉期間の間に次第に減少して43戸になった。現在その内15

戸が住宅が建設している。他の世帯は毎月開かれるUCDO による住宅建設の貯蓄組合の会合に

は参加しているが、仕事の関係や、資金的な問題から以前のスラム地区の周辺や別の地区に住む。

4）事業資金

土地購入の頭金は30万パーツで、各世帯当たり4400パーツを支払った。事業資金はUCDO やその

他の団体から融資を受けた。融資額は土地代と造成費を含めて5 百万パーツ（上地3 百万、造成費2

百万）。土地代は15年のローン。返済金は戸当たり850パーツ/月で、1992年から返済を開始してい

る。返済が困難な者については、他の者が立て替えるなどして、コミュニティ全体としては契約通

り返済している。建物建設費は平均して3 万パーツ/戸になるが、一部の世帯は2 年間のローンを組

み、1500パーツ/月のローンを返済している。

5）課題

入居当時、道路はなく大変不便であった。整備された現在の道路も未舗装である。移住者や移住

予定者の収入は約半数が7000パーツ/月、残りの半数が2000パーツ/月で、ローン返済が困難な世帯

も多く存在する。彼らはコミュニティ維持代として200パーツを負担している。その内訳はCUCD

との会合代に100パーツ、コミュニティの維持に100パーツである。住宅等の整備・建設には他から

もローンを借りている。住宅建設費は各世帯の資産・所得状況を反映し、20万パーツの戸建から1 万

パーツの仮設的な住宅まで差が大きい。既述のようにUCDO の融資を受けるため貯蓄組合を組織

化しているが、今後さまざまな事情から家を建てられない住民も出現する可能性があり、その場合

連帯責任制の維持が課題となろう。また立地条件からは、土地の転売も起こりうる。
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3－2.Nakprioon 地区（Prakarn 県）

－UCDO の土地、住宅取得ローンを利用した再定住地の建設1

）地区の概要

バンコクの郊外、Prakasa 地区の近く、工場地区の外縁に位置する。

強制撤去を受けた166世帯が、UCDO の信用貯蓄付ローンを利用しつつ、フライの土地を購入し、

現在146戸の共同住宅を建設中である（図3 ）。旧地区では3 百世帯が居住していたが、1992年から1994

年にわたって、強制撤去を受けた。その内99世帯がまとまって再定住を決定し、33km 離れた当

地に移住してきた。それに他の地区からの住民も加わって農村住宅組合（HousingCooperative ）を

結成し、1994年、166世帯の住宅建設に着手した。彼らはまず、組合グループの活動拠点となる事務

所兼コミュニティホールを先行して建設している。組合事務所には専従のスタッフが3 名、彼らの

平均収入は1 万パーツ/月である。組合の運営には住民のボランティアも参加している。現在48戸が

完成し、他は建設中である。

2）UCDO の住宅ローン

土地購入費用は約2 千万パーツ、総建設費は約6.5千万パーツである。組合はUCDO より4 千万

パーツの融資を受けた。その内訳は土地代2 千万パーツ（3％のUCDO 利率＋5％の組合利率）、建

物2 千万パーツ(8 ％のUCDO 利率＋2％の組合利率）である。

住宅建設費は、平均敷地15ワー（1 ワー＝4 平方メートル）の場合、戸当た016 万パーツ（建物）十

図3.Nakprion地区
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17万パーツ（土地）となるが、組合員はその】割程度を自己資金より支出し、残りは組合を通して

借りている。組合ローンは平均3100パーツ/月で15年間の期限である。

3）課題

住宅組合の活動は、共同住宅の計画的な建設や事務所の運営方法に見られるように、組織化され

ている。移住に際して住民は通常、大きな生活上のリスクを負うことになるが、その際リーダーの

指導力の与える影響は計り知れないものがある。このコミュニティでは、組合の利子率に着目して、

外部からも約20名が預金しており、また住宅建設労働者として、一部の住民の働き場所を確保した

り、会合に住民を積極的に呼び込んで意識化を図るなど、ソフト面でのコミュニティ形成にも配慮

している様子から全体としてのまとまりがうかがえる。UCDO の支援を受けた活動が、順調に運ん

でいるケースである。しかし現在建設中であるため、まだ住宅を確保していない住民も多く、この

ことが今後の組合運営の不安材料といえよう。また、バンコク市内でのNHA のサイトアンドサービ

スによる開発では、事業実施後8 ～10年の間に移住世帯の所有していた区画の20～60% が、コミュニ

ティ活動とは無縁な、より高い所得階層の所有に代わっている2 ）ことから、建物建設後の転売や土

地の転売の可能性も指摘できる。

3 －3.Tungkru 地区（バンコク都）

一地区の中に8 戸がUCDO の土地取得ローンで土地を確保し、住宅を建設中1

）地区の概要

バンコク都心から南東に1 時間程度の時間距離にある。地区面積32ライ。64戸、134世帯、約5 百

人が居住している。地区の半数以上の住戸が河川の水面上にある。内16戸のみ水道が敷設されてお

り、他の家では水を買っている。河川水は飲料水以外ですべての世帯が日常的に使用している。

地区のリーダーであるドウンデンさん（64歳）によると、「80年前には2,3軒が河川沿いに居住する

のみで、当時は畑地や水田が周辺にある裸地であった。以降次第に移住者（強制移住者も含む）が

増加してきた。市街地の拡大とともに冠水することも多くなり、河川も汚濁してきた。」という。1981

年に市当局への働きかけにより、河川に沿った地区の通路となる橋が建設された。80年代に

は公共施策として、オンサイトのスラム改善のため住民の組織化が行われるようになるが、1985年、

衛生局からドウンデンさんに地区のリーダーとしてコミュニティをまとめるように依頼があった。

地区最大の課題は河川の汚濁による環境衛生の悪化であった。そこでコミュニティでは河川の汚

濁を緩和するため、市のごみ運搬船の巡回に合わせ、総出で清掃作業を行っている。

住宅は、64戸の内半数が持家で、建設費は約20万パーツ（土地十建物）。借家は地代が200バーツノ

ワー/月で、セルフヘルプでの建物建設時に5 千パーツ支払う。住民の持家取得の意欲は強いが、こ

れ以上の土地売買については、土地所有者側が難色を示している。理由は、彼らが地価の上昇を組

み込んだ高度利用を図るため、地区に近接する集合住宅の類いの建設を独自に検討していることに

よる。
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2)UCDO の土地取得ローンによる住宅建設

地区内に、親戚関係にある8 世帯がまとまってグループを結成し、土地取得ローンを利用しつつ、8

区画の土地178ワーを購入(22～24ワー×8)した。8 軒は自己資金24万パーツと、UCDO からの融

資101.6万パーツで土地を購入している( 図4) 。

土地購入費の合計額は126.5万パーツ、ローンは1060～1200パーツ/月/戸で、返済期間は15年間。8

戸全体で約8 千パーツ/月を直接UCDO に返済し、残りの480パーツ/月をコミュニティの活動資

金として返済している。

これら全8 区画は水面下にある。現在1 戸が完成、1 戸は人工土地となる基盤部分を構築済であ

る。他の6 区画で建設が進まないのは、資金不足による。彼らは景気がよくなったらUCDO より融

資を受けて、建設を進める予定であるという。

3）課題

各戸ともトイレは筒状の容器を埋め込んで冠水を防止しているとの説明であったが、汚濁した水

面上という劣悪な環境の中で住宅が建設中である。居住環境面からみて適切な場所かどうか、といっ

た地区全体の環境に対する評価基準の設定が課題である。UCDO の融資事業としても、・融資条件

との整合性、・事業認定につながる環境評価、・多数を占める建設待機中の世帯（困窮層）への対応

など、事業基準の検討が必要であろう。

また地区内での部分的な開発、しかも親戚関係の一団による事業が、コミュニティ全体の社会関

係に及ぼす影響も無視できないものがある。

一 一 之 ｜

図4.Tungkru 地区
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都心から比較的近いという立地条件もあって、開発圧力が高まることも十分考えられる地区であ

り、安定した居住を確保のために土地取得を希望する住民と、独自に高度利用を図ろうとする土地

所有者との調整も課題である。

3－4.ChalongKrung 地区（ナンチャオ バンコク）

－NHA による再定住地のサイトアンドサービス事業1

）地区の概要

バンコク都心から時間距離で約1 時間半の郊外地に位置する。住民の30％は都内で働いている。

彼らの平均収入は約3500パーツ/月。残りの70％は失業中の者が多く、地区内で働いている者は少な

い。交通が不便なために主婦は内職をしている。内職先についてはNHA などが職を紹介し、当初金

として材料費を出資している。

地区は強制撤去に対応した再定住地としてNHA がサイトアンドサービス事業により整備した。

高速道路の建設に伴う撤去地区など、20地区から移住してきている。現在信用貯蓄グループがUCDO

により組織されつつある。1996

年から基盤整備とともに移住を開始した。全体は約4 千区画。移住先の区画は旧地区コミュ

ニティごとにまとまって、抽選により決定した。現在1060戸、約4 千人（うち未成年約1200人）が

居住。残りの区画も既に成約済みである。各区画の規模は平均して20ワーである。

2）事業内容NHA

によるサイトアンドサービス事業で、住宅は住民が自ら建設する。10年間で土地名義がNHA

から居住者へ移るリース形式（rentalpurchasescheme ）である。土地代は区画面積が20ワー

の場合、頭金が12千パーツ、返済するローンは1750パーツ/月になる。郊外地で職場から離れた立地

条件にあるため、通勤費が嵩むことや、周辺では適当な仕事先が限定されていることなどから、経

済的にローン返済が困難な世帯が圧倒的多数を占めており、10ヶ月から3 年間の延滞者は実に約95

％に上る。NHA は現地に関連会社CEMCO を設置して、地区の整備や、ローンの返済業務を委

託している。他にNHA による賃貸住宅 もあり、賃貸料は450パーツ/月。住宅の建設費は土地代を含

めて、平均約23万パーツである。

3）貯蓄組合1997

年から当地区内に、住宅建設、生活再建など、生活環境改善全般の向上を目的として、貯蓄

組合が新たに組織化されている。会員は現在265人、貯蓄高は60万パーツになるが、これをもとにUCDO

から事業資金の融資を受けている。組合員I 人当たり百パーツ/月の貯蓄を行い、余裕のある

者は2 百パーツ/月を貯蓄している。組合の運営は比較的柔軟で、貯蓄が困難な者については期間を

延長している。このためかメンバーの約30％が滞納している。UCDO にとって、滞納による返済不

能は組織運営上の基幹的な課題であるので、問題のあるコミュニティの再点検作業を行っており、
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4）課題

郊外地に建設した再定住用の地区であるが、スラムに居住する低所得者層にとっては、遠隔地で

雇用先の確保が困難であることから、生計手段が決定的に不足している。したがってローンの返済

が困難な居住者が圧倒的な状況にあり、このことはNHA の事業展開に打撃を与えている。サイトア

ンドサービス事業に共通する課題であるが、遠隔地での再定住については、トータルな生活の場・

基盤を確保する観点から、雇用の創出も同時に計画に盛り込む必要がある。

またNHA も、当初から都市居住政策の一環として、強制撤去の受け皿用に再定住地を確保した経

緯から、採算ベースでの事業計画を十分詰めてこなかったと推測される。

地区の大半が空地の状態である現状から、今後都市域の拡大にともない、移住者からより高い所得

層への所有移転が進むことも予想される。道路など生活基盤施設の整備は建設途中であり、整備さ

れた施設の維持管理も十分な状態ではない。4.

まと め

1）低所得者層のコミュニティ活動と居住環境整備

紹介した4 つの事例はUCDO の居住環境事業の一部に過ぎないが、各事例ごとにコミュニティ

の状況に対応したさまざまな関わり方がみられる。基準となる整備マニュアルが明確でない中で実

現した住環境であり、既述したようさまざまな課題を抱えているが、調査側にとっってはこうした

指摘がどのような立場から、どこに向って発するかといった、現場との「関係性」を常に意識して

おく必要がある。それは調査が今後現場にどのように生かされるかといった問いかけと直接つな

がっている。強制撤去を受けた住民にとっては、建設された居住地がその時点で考えられる現実的

な可能性を追及した結果であり、また現在も自力により建設途上の状態である。こうしたプロセス

を共感することがまず求められている。

低所得者層のコミュニティ活動と居住環境整備との関係を示す（図5 ）。経済の基盤を基本的にイ

ンフォーマルセクターに依拠し、都市雑業（露天商、修理工、路上飯屋、家政婦、運転手、縫製業、

廃品回収業等）を生計としてスラム・スクウオッターに居住する住民にとって、個々の世帯単位で

の活動（Friedman,1995 ）や地域的活動からなるコミュニティ活動が果たす役割は大きい。その内

部ではモノのやりとりなど互酬性と特徴とする相互扶助的なモラルエコノミーが存在し、協同活動

としてさまざまなグループ貯蓄が行われている。居住環境の整備も、基盤整備への参画や、家族、

近隣によるセルフヘルプ型の住宅建設に見られるように、コミュニティ活動の一環として組み込ま

れている。

都市経済活動の主流であるフォーマルセクターからは、産業構造の再編による包摂化、小企業や

自営業の解体、強制撤去を伴う空間の更新など市場を通した圧力が、常にインフォーマルセクター

に向けられている。他方インフォーマルセクターは、フォーマルセクターに対し独自の雇用創出ダ
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図5. 低所得者層のコミュニティ活動 と居住環境整備
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イナミズムを有し、都市システムに不可欠のサービスを提供している。世帯単位の小規模経営、セ

ルフヘルプによる住宅の建設、コミュニティ内での自家消費的な流通といった特徴を有しており、

地域コミュニティとして自律的なシステムを内包しているが、反面市場において労働力再生産費用

の押し下げ要因として働き、インフォーマルセクターを垂直的な枠組みの中に封じ込める要因とも

なっている。

これに対し、コミュニティの組織化によるグループセービングを対象としたマイクロクレジット

は、スラム・スクウオッター住民の生活全般の向上を、住民自体が選択的に実現する手段を提供す

るとともに、コミュニティの集合としてのパワーや連帯責任を担保に、市場金利に準じた融資シス

テムを取り込むことで、自らをフォーマルセクターに重ね合わせるといった二重の意味をもつ。ス

ラム住民にとって、このようなマイクロクレジットは自立的なフォーマル化の手段として、大きな

可能性を有する。

強制移住を受ける以前から、事例に紹介したスラム・スクウオッターではUCDO の融資を受け土

地建物を購入するために、貯蓄組合が作られていた。こうした地域活動としてのグループセービン

グは、強制撤去への対応をはじめとして、さまざまな生活向上機会に対応するための必需的なコミュ

ニティ活動となっている。ロンチョン地区からChalongKrung 地区へ移住してきた住民によると、
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旧地区には10の貯蓄組合があり、宮沢ファンドへ申し込もうとしている。このファンドを得て、子

供の奨学金や疾病者への援助、健康センターの設立などに活用することを期待している。こうした

ファンドの取得について、日常生活をベースにした地縁関係で申し込むとなかなか意見がまとまら

ないが、貯蓄組合（コミュニティ）は組合員のネットワークで構成されるので、規模も広がりアピー

ル効果も大きいので要求を実現しやすいという。この意味で貯蓄組合・コミュニティはアソシエー

ション的な機能を有している。

2）UCDO に関わる課題UCDO

は当初、組織化されたコミュニティによる貯蓄組合・グループを支援するため、具体的な

手段として個別の固定された融資を、会員となった個別のスラム地区や住民を対象に行っていた。

その後、NGO など民間組織の拡大や、スラム住民の組織化の進展などバンコクの経済・社会構造の

変化とともに、他団体との援助活動とも連携したコミュニティの協同的管理・運営や、そのネット

ワークの組織化に重点を移している。グローバル化するフォーマルセクターに対し、コミュニティ

に依拠した協同組合型のネットワークを埋め込むことで、スラムコミュニティが自立的な社会参画

を図る運動を支援する、媒介的な役割を担っている。

また、政府基金を基にした公的施策による統合型マイクロクレジットの性格と、社会変革のため

の運動体的な性格の両面を持っている。従って政府機関を通したさまざまな支援施策を組み込むこ

とが可能である反面、財政基盤を政府に依存しているため、自立的な組織運営を行っているとはい

え、政府のスラム対策に影響を受けざるをえない状況にある。このことが、個別の事業に関係する

団体や住民からみたUCDO の評価に微妙な影響を与えている。

調査の過程でも確認したが、UCDO は当面する課題として（UCDO,1999 ）、次の4 点をあげて

いる。

①ローンが最下層の住民に届いていない。返済能力を高めるためのコミュニティによる担保条件

が最貧困層の居住者への融資を困難にしている。

②コミュニティ組織による運営能力や知識の不足から、広範な参加が得られていない。依然トッ

プダウン型の事業展開が継続している。

③実績をあげるために促進した、短期間の準備による信用貯蓄組合形成とこれに基づいた融資の

実施は、コミュニティによる返済・管理を困難にしている。

④居住環境整備事業の実施上の課題として、インフラなど公的施設の整備不足、住民の負担を超

えた過剰な整備の実施、事業運営能力の不足、再定住地への移住の遅れが指摘される。

①、②に関連して、NGO や地区コミュニティの間には、現場の固有の状況から得られる課題を十

分に把握しない現状への批判がある。UCDO が進めているネットワーク化（Somsook,1999 ）につ

いていえば、運動体として社会的なパワーを獲得していくには、コミュニティやグループ単体が発

進する個別の場面情報の吸収・評価システムを組み込んでいく必要がある。その意味で、ネットワー

ク化は、ネットワークとコミュニティとの関係が相互刺激的な状況である場合に、成立すると考え
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られる。

④の事業整備では、事例に見る通り、現地での計画策定が原則となっているので、居住水準とし

て許容できる最低の計画基準の設定が困難になっている（インドネシアのKIP などとの比較にお

いて）。また再定住地における所有権の移転について、UCDO は住宅関連ローンを受けた世帯の85.5

％が現地に住んでいると報告しているが、現地への移住が完成していない状態を見るかぎり課

題が残る。

個々の住宅の建設は世帯の自己負担によるので、資産の直接的な反映につながり、一般的には閉

鎖的、個別的な水準の異なる住宅の出現とともに、従来のコミュニティ成員間の関係が変化し、協

同体としての地域活動を疎外し、不活発化させる傾向がみられる。また、チェンマイでの事例では、

強制撤去を受けた旧コミュニティが、住環境を整備する事業体（NHA,UCDO ）のそれぞれの方針、

基準により、各世帯の資金準備額に応じて二分され、環境水準が明確に異なるそれぞれ二地区への

移住が実現している。個別の世帯（私）と、これによって構成されるコミュニティ（公）の関係が、

開発の進展とともに非連続的に現出するのが居住環境整備（住環境開発）上の固有の課題となって

いる。UCDO

のすすめるコミュニティ単位のネットワーク化は、こうした課題に対して、相互の交流の

中で発生する別の課題を提起することで、運動的に解消していこうとしている（ソムスク事務局長）。

3）日本の参加型まちづくりとの関係

都市計画法の改正による都市マスタープラン策定や、NPO 法の施行、情報公開法の制定、地方分

権化の推進等の制度改革により、「都市型社会」における住民参加型のまちづくりは新たな段階を迎

えている。高度経済成長期を基底していた公共主導の限界が明らかになり、さまざまな角度からま

ちづくりに関わる住民団体やNPO の組織化が進んでいるが、総合計画、都市マスタープランの策定

をみるかぎり、依然として形式的な「参加」に留まる傾向がうかがえる。この数年間は公共団体と

住民、民間団体の間の新たな関係の構築、まちづくりに関わる社会体制の見直しを巡って、手探り

の模索状態にあるといえよう。一方、欧米型にみられるような、さまざまな市民団体が重層的にま

ちづくりに参与する方法は、市民社会形成の長い歴史的な時間の中で蓄積されてきたものである。

またタイの社会におけるNPO 、NGO などの活動にも同様な歴史的背景がある。こうした固有の社

会システムを背景とするまちづくりの状況をみるとき、日本ではUCDO のような、公共の機関では

あるが独立した施策決定権限を有し、住民の自立的な運動を支援する団体の存在は、参加型まちづ

くりをすすめる上で参考になると考える。

以上の課題については継続する調査の中で明らかにしていきたい。
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基礎的資料

人口 ；タイの総人口は6150万人（1995年）、スラム居住者約137 万人（内113 万人がバンコクに居住、12％、1521ヶ

所）

所得 ；世帯平均2 万パーツ/月

住宅建設;97 年の新規登録戸数14.5万戸（デベロッパー11.8万戸、個人建設2.7万戸）所得の上8 ％は自力で注文住

宅を建設、中間の82％は市場で購入、下の10％はNHA 、UCDO 、NGO などが住宅の供給、援助を行

う（NHA での説明）。バプル期は2 千あった住宅建設デベロッパーがバブル崩壊後の現在では2 百に

減少した。

住宅政策；国家社会経済開発庁（NESDB) 内の住宅開発計画委員会が計画を立案し、NHA （国家住宅公社）は

実施機関。NHA

は76年から99年の間に29万戸（低・中所得者向け住宅を12万戸、公務員住宅を4 万戸、スラム改

善事業で13万戸）を建設。99 年NHA は年間7 万戸の住宅建設を計画。

本稿は科研課題「アジアのまちづくりに関する計画論的研究」（代表 内田雄造）の一環として、昨年9 月に行っ

たタイ調査の中間報告である。調査者は藤井敏信、安 相景、高橋一男、海老塚良吉（日本住宅協会）、薬袋奈美

子（目白女子短大）、岡崎弘毅（日本福祉大学）、伊藤奈緒子（国際地域学部）山田久（国際地域学部）、の5 名で、

本稿 の調査事例のまとめは全員の協同作業に基づく。現地調査のコーディネートや、UCDO についての学習はUCDO

のソムスク(Somsook ）事務局長の教示によるところが大である。彼女の御好意に深く感謝したい。
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TheRoleofUCDOforHousingProjectandCommunityDevelopment

ofLow-incomeClassinBangkok,Thailand

FUJIIToshinobu,ANSangKyung,TAKAHASHIKazuo,

EBIZUKARyokichi,MINAINamiko

Abstract

Thispaperexaminesthehousingprojectandcommunitydevelopmentfor

low-incomepeopleincooperationwithUCDO （UrbanCommunityDevelopmentOffice

）inBangkok,Thailand.Tworesearchissuesarealsoe χamined:thefirstobservesthesituationofdevelopmentandimprovementactivitiesimplementedbycommunityitselfincooperationwithUCDO

；thesecondexploreshowtoformcommunitywithhousingprojectthroughtheactivityofUCDO.Firstofall.it

beginswithitsfunctionforlow-incomehousingdevelopmentandorganizational

characteristicsofUCDO.Then,itproceedstodiscussnewmovementofUCDO

anditsnetworkactivitiesamongdifferentcommunitiesandNGOgroups.The

paperalsoshowstherelationshipbetweenUCDOandhousingimprovementin4

caseareas.Finally,onthebasisofthefinding,theconclusionsaredrawnconcern-

ingtheproblemsandfuturedirectionofUCDO,andthepolicyimplicationand

issuesforcommunitydevelopmentinJapanaresuggested.
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